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(57)【要約】
【課題】洗剤用途に用いられた場合に従来より一層改善された再汚染防止能を有する重合
体組成物およびその製造方法を提供することを目的とする。
【解決手段】
（メタ）アクリル酸系単量体およびジカルボン酸系単量体を必須とする単量体をポリアル
キレングリコール構造を有する化合物の存在下で重合させる重合体組成物の製造方法であ
って、重合開始時の水の量が上記ポリアルキレングリコール構造を有する化合物の使用量
１００質量部に対し０～１２０質量部であり、重合開始時のジカルボン酸系単量体の量が
上記ポリアルキレングリコール構造を有する化合物の使用量１００質量部に対し３０～８
００質量部であり、（メタ）アクリル酸系単量体の添加終了時における反応溶液に含まれ
る水の量が、上記ポリアルキレングリコール構造を有する化合物の使用量１００質量部に
対し１００～１００，０００質量部である、重合体組成物の製造方法である。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
（メタ）アクリル酸系単量体およびジカルボン酸系単量体を必須とする単量体をポリアル
キレングリコール構造を有する化合物の存在下で重合させる工程を含む、重合体組成物の
製造方法であって、
重合開始時の水の量が上記ポリアルキレングリコール構造を有する化合物の使用量１００
質量部に対し０～１２０質量部であり、
重合開始時のジカルボン酸系単量体の量が上記ポリアルキレングリコール構造を有する化
合物の使用量１００質量部に対し３０～８００質量部であり、
（メタ）アクリル酸系単量体の添加終了時における反応溶液に含まれる水の量が、上記ポ
リアルキレングリコール構造を有する化合物の使用量１００質量部に対し１００～１００
，０００質量部である、重合体組成物の製造方法。
【請求項２】
請求項1に記載の方法によって得られる重合体組成物。
【請求項３】
請求項２に記載の重合体組成物に含まれる重合体を含む洗剤組成物。
【請求項４】
（メタ）アクリル酸系単量体に由来する構造単位を有する化合物（化合物Ａ）、ジカルボ
ン酸系単量体に由来する構造単位を有する化合物（化合物Ｂ）、およびポリアルキレング
リコール構造を有する化合物に由来する構造単位を有する化合物（化合物Ｃ）を含む水溶
液であって、
上記水溶液に含まれる（メタ）アクリル酸系単量体に由来する構造単位の合計の質量が、
化合物Ａ、Ｂ、Ｃの合計の質量１００質量％に対して４～８０質量％であり、
上記水溶液に含まれるジカルボン酸系単量体に由来する構造単位の合計の質量が、化合物
Ａ、Ｂ、Ｃの合計の質量１００質量％に対して１４～８５質量％であり、
上記水溶液に含まれるポリアルキレングリコール構造を有する化合物に由来する構造単位
に由来する構造単位の合計の質量が、化合物Ａ、Ｂ、Ｃの合計の質量１００質量％に対し
て４～５０質量％である、水溶液。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、重合体組成物およびその製造方法に関する。より詳しくは、ポリアルキレン
グリコール構造、（メタ）アクリル酸系単量体由来の構造、ジカルボン酸系単量体由来の
構造を含む重合体を含有する重合体組成物およびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　（メタ）アクリル酸系単量体から形成される重合体や、ポリアルキレングリコール構造
を有する化合物を洗剤に配合することによって、再汚染防止率や洗浄力が向上することが
知られている。
【０００３】
　しかし、（メタ）アクリル酸系単量体から形成される重合体（以下、「（メタ）アクリ
ル酸系重合体」とも記載）と、ポリアルキレングリコール構造を有する化合物（以下、「
ＰＡＧ化合物」とも記載）とは、均一に混じり合わない。このため、（メタ）アクリル酸
系重合体およびＰＡＧ化合物を有する洗剤を製造する際には、別々のタンクに保存してお
き、製造時にそれぞれを取り出す必要がある。しかし、かような手法は、設備コストの増
加を招く。更に洗剤が液状の場合、経時的に層分離する問題が生じることがある。
【０００４】
　そこで、（メタ）アクリル酸系重合体およびＰＡＧ化合物の双方を含む組成物の均一化
およびその保存安定性を向上させる手段が所望されている。例えば、ＰＡＧ化合物および
（メタ）アクリル酸系重合体の双方を含む組成物を、原料製造工場から１つのタンクで洗
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剤製造工場へ搬送できれば、搬送コストが低くなる。また、洗剤製造工場においても、２
種以上のタンクを備える必要がない。さらに、洗剤原料の供給システムも、簡素化されう
る。更に洗剤が液状の場合であっても、経時的に層分離する問題が生じなくなる。
【０００５】
　かような要望に対する解決手段としては、（メタ）アクリル酸系重合体およびＰＡＧ化
合物のグラフト重合体が考えられる。例えば、ポリエーテル化合物への、（メタ）アクリ
ル酸および共重合可能なモノエチレン性不飽和単量体のグラフト重合方法が提案されてい
る（例えば特許文献１参照）。特許文献１の方法によれば、実質的に溶媒を含まない重合
反応系において、グラフト効率が高い均一なグラフト重合体が製造されうる。しかし、高
分子量化および増粘してしまうことから、ＰＡＧ化合物に対する（メタ）アクリル酸単量
体の組成比を高くできない、生成物の色調が悪いという問題があった。このため、洗剤ビ
ルダーとしては改良の余地があった。
【０００６】
　さらに、ポリアルキレンオキシドなどの幹に、アクリル酸などの単量体をグラフト重合
させて、生分解性の水溶性グラフト重合体を形成する方法が提案されている（例えば、特
許文献２参照）。特許文献２の方法により、実際にＰＡＧ化合物に（メタ）アクリル酸系
単量体を水溶液中でグラフト重合させると、グラフト化していないＰＡＧ化合物、（メタ
）アクリル酸系ポリマー、およびグラフト重合体の混合水溶液が生成するが、これらの混
合水溶液は、放置しておくと、ＰＡＧ化合物と（メタ）アクリル酸系ポリマーとが分離し
て、水溶液が不均一になってしまう。つまり、特許文献２に記載の方法によって製造され
たグラフト重合体を含む重合体混合物は、均一性に関する保存安定性が悪かった。
【０００７】
　さらに、特許文献３には、（メタ）アクリル酸系単量体を、ポリアルキレングリコール
構造を有する化合物存在下で重合させる、重合体混合物の製造方法であって、初期仕込み
水の量が、ポリアルキレングリコール構造を有する化合物１００質量部に対して９０質量
部未満であり、かつ、（メタ）アクリル酸系単量体の添加終了時における水の量が、ポリ
アルキレングリコール構造を有する化合物１００質量部に対して、１～１００，０００質
量部である、重合体混合物の製造方法が開示されている。
上記方法によれば、得られる重合体混合物は、再汚染防止能に優れ、保存安定性に優れる
ことから、製造される洗剤の品質が安定する。さらに、保存安定性の向上によって、洗剤
製造の自由度が向上し、製造コストも削減されることが開示されている。
しかし、特許文献３の記載の方法によって製造された重合体混合物は、例えば液体洗剤等
により多く配合できるように、界面活性剤との相溶性を改良する余地があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平７－５３６４５号公報
【特許文献２】特開平３－１７７４０６号公報
【特許文献３】特開２００４－３３１８３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
このように、従来、種々の重合体（組成物）が報告されてはいるものの、上述した現在の
消費者ニーズに適応した重合体（組成物）が求められている。
そこで、本発明は、保存安定性（層分離等をおこし難い）に優れ、例えば洗剤用途に用い
られた場合に従来より一層改善された再汚染防止能を有し、界面活性剤との相溶性に優れ
ることから液体洗剤にも配合可能な重合体組成物およびその製造方法を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
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本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意研究を行った。その結果、本発明者らは特定の
製造条件でポリアルキレングリコール構造を有する化合物（ＰＡＧ化合物）の存在下でジ
カルボン酸系単量体と（メタ）アクリル酸系単量体とを重合させると、得られた重合体組
成物の経時安定性が良好でかつ再汚染防止能、界面活性剤との相溶性が向上することを見
出し、本発明を完成させるに至った。
【００１１】
　すなわち、本発明は、（メタ）アクリル酸系単量体とジカルボン酸系単量体を必須とす
る単量体（単量体成分）をポリアルキレングリコール構造を有する化合物の存在下で重合
させる工程を含む重合体組成物の製造方法であって、重合開始時の水の量が上記ポリアル
キレングリコール構造を有する化合物の使用量１００質量部に対し０～１２０質量部であ
り、重合開始時のジカルボン酸系単量体の量が上記ポリアルキレングリコール構造を有す
る化合物の使用量１００質量部に対し３０～８００質量部であり、（メタ）アクリル酸系
単量体の添加終了時における反応溶液に含まれる水の量が、上記ポリアルキレングリコー
ル構造を有する化合物の使用量１００質量部に対し１００～１００，０００質量部である
、重合体組成物の製造方法である。
【発明の効果】
【００１２】
本発明の重合体組成物は、保存安定性（層分離等をおこし難い）に優れ、かつ優れた再汚
染防止能および界面活性剤との相溶性を有する。したがって、本発明の重合体組成物を洗
剤組成物の原料として使用すれば、洗濯時における繊維への汚れの再付着を抑制する。よ
って、本発明の重合体組成物は、洗剤添加物として好ましく使用することができる。また
、本発明の重合体組成物を液状薬剤組成物に配合した場合、良好な液状薬剤組成物の保存
安定性を発現することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　＜重合時の水分量＞
本発明の製造方法は、（メタ）アクリル酸系単量体およびジカルボン酸系単量体を必須と
する単量体（単量体成分）をポリアルキレングリコール構造を有する化合物の存在下で重
合させる工程（重合工程）を含む重合体組成物の製造方法であって、重合開始時の水の量
（但し重合開始時にジカルボン酸系単量体の無水物が存在する場合には、水と化学両論的
に反応する為、存在するジカルボン酸系単量体の無水物のモル数を超えない範囲の水は「
重合開始時の水の量」から除くこととする。）が上記ポリアルキレングリコール構造を有
する化合物の使用量１００質量部に対し０～１２０質量部であり、（メタ）アクリル酸系
単量体の添加終了時における反応溶液に含まれる水の量が、上記ポリアルキレングリコー
ル構造を有する化合物の使用量１００質量部に対し１００～１００，０００質量部である
、重合体組成物の製造方法である。
【００１４】
　ＰＡＧ化合物の存在下で（メタ）アクリル酸系単量体等を重合させる場合には、実質的
に水が存在しない条件下、または多量の水が存在する条件下において、重合することが一
般的である。これに対し、本発明の製造方法においては、重合体組成物の製造時に添加さ
れる水の量を制御することによって、製造される重合体組成物を含む溶液の保存安定性や
再汚染防止能が向上する。なお、本願において、「保存安定性」とは、製造された重合体
を含む重合体混合物を含む溶液が、保存時に安定して存在し、分離や変質が生じにくい程
度を意味する。「再汚染防止能」とは、液体中の汚れ成分が再付着することを妨げる性能
を意味する。例えば、本発明の重合体組成物が洗剤に配合される場合には、再汚染防止能
は、洗剤の品質に大きな影響を与える重要な要素である。
【００１５】
　本発明において「重合開始時」とは、実質的に（メタ）アクリル酸系単量体の重合が開
始する時であり、具体的には重合に使用する（メタ）アクリル酸系単量体の一部または全
部、および重合に使用する重合開始剤の一部または全部の両方が反応容器（重合容器、重
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合釜）に添加された時である。また、本発明において「（メタ）アクリル酸系単量体の添
加終了時」とは、重合に使用する（メタ）アクリル酸系単量体の全量が反応容器（重合容
器、重合釜）に添加された時である。
【００１６】
　「重合開始時の水の量」とは、重合開始時に反応容器内（言い換えれば重合反応溶液中
）に存在する水の量を表す（上記の通り、重合開始時にジカルボン酸系単量体の無水物が
存在する場合には、水と化学両論的に反応する為、存在するジカルボン酸系単量体の無水
物のモル数を超えない範囲の水は「重合開始時の水の量」から除くこととする。）。重合
開始時の水の量は、ＰＡＧ化合物１００質量部に対して、１２０質量部以下である。重合
開始時の水の量の下限値については、特に制限されない。重合開始時の水の量を少なくす
ることによって、得られる重合体組成物の再汚染防止能を向上させうる。また、重合開始
時の水の量を少なくすることによって、保存安定性を向上させうる。重合開始時の水の量
は、ＰＡＧ化合物１００質量部に対して、好ましくは１～１００質量部であり、より好ま
しくは１０～９０質量部であり、特に好ましくは１０～８０質量部である。重合開始時の
水の量がこの程度であると、製造される重合体組成物中に含まれる重合体の重量平均分子
量を低下させうる。洗剤、スケール防止剤、分散剤、洗浄剤用ビルダーとして用いられる
重合体は、分子量が小さくなるほど性能が向上する傾向がある。したがって、重合開始時
の水の量がこの程度であると、性能を高める上で効果的である。また、重合開始前に昇温
する際のジカルボン酸が昇華して反応容器に付着することを抑制できる。一方、重合開始
時の水の量が多すぎると、保存安定性や界面活性剤との相溶性が低下する傾向にあるため
、注意すべきである。
【００１７】
　本発明の製造方法においては、（メタ）アクリル酸系単量体の添加終了時における反応
溶液に含まれる水の量が規定される。（メタ）アクリル酸系単量体の添加終了時における
反応溶液に含まれる水の量とは、（メタ）アクリル酸系単量体の添加が終了した時点にお
いて、重合釜中（重合反応液中）に存在する水の量を意味する。
【００１８】
　（メタ）アクリル酸系単量体の添加終了時における反応溶液に含まれる水の量（以下、
「添加終了時の水の量」とも言う）は、ＰＡＧ化合物１００質量部に対して、１００～１
００，０００質量部である。但し、「添加終了時の水の量」は、「重合開始時の水の量」
より増加させることが、重合体組成物を洗剤組成物に配合した場合の洗浄力が向上するこ
とから好ましい。添加終了時の水の量がこの範囲であると、製造される重合体組成物の再
汚染防止能が向上しうる。また、添加終了時の水の量がこの範囲であると、保存安定性が
向上する。添加終了時の水の量は、ＰＡＧ化合物１００質量部に対して、好ましくは１０
０～１，０００質量部であり、より好ましくは１５０～５００質量部である。但し、ジカ
ルボン酸系単量体としてジカルボン酸系単量体の無水物を使用するする場合には、水と化
学両論的に反応する為、存在するジカルボン酸系単量体の無水物のモル数を超えない範囲
の水は「滴下終了時の水の量」から除くこととする。
【００１９】
　上記の通り反応液に含まれる水の量を制御することにより、水の少ない条件下（例えば
重合初期）にはＰＡＧ化合物と単量体とのグラフト重合（ＰＡＧ化合物が幹、単量体が枝
を構成する）が主として進行し、水の多い条件下（例えば重合後半）には単量体同士の重
合が進行することとなる。中間的な構造の重合体も製造されることから、その存在により
得られた重合体組成物が経時的に層分離することを抑制し、保存安定性が大きく向上する
こととなる。ジカルボン酸系単量体が所定量含まれると保存安定性や界面活性剤との相溶
性がより良好となる。
【００２０】
　＜ジカルボン酸系単量体＞
本発明の製造方法は、重合開始時のジカルボン酸系単量体の量が上記ポリアルキレングリ
コール構造を有する化合物の使用量１００質量部に対し３０～８００質量部であることを
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特徴としている。本発明において「重合開始時のジカルボン酸系単量体の量」とは、重合
開始時に反応容器内（言い換えれば重合反応溶液中）に存在するジカルボン酸系単量体の
量を表す。重合開始時のジカルボン酸系単量体の量は、ＰＡＧ化合物１００質量部に対し
て、３０質量部以上８００質量部以下である。上記範囲であることによって、得られる重
合体組成物の再汚染防止能を向上する傾向にある。また、上記範囲であることによって、
保存安定性が良好となる傾向にある。重合開始時のジカルボン酸系単量体の量は、ＰＡＧ
化合物１００質量部に対して、好ましくは４０～７００質量部であり、より好ましくは６
０～６５０質量部である。
なお、ＰＡＧ化合物１００質量部に対するジカルボン酸系単量体の量を計算する場合には
、ジカルボン酸系単量体は対応する酸型換算で計算する。対応する酸型換算で計算すると
は、例えばジカルボン酸系単量体がマレイン酸二ナトリウムである場合には、マレイン酸
として質量を計算することを言い、ジカルボン酸系単量体がマレイン酸無水物である場合
には、マレイン酸として計算することを言う。
本発明において使用可能なジカルボン酸系単量体とは、エチレン（ＣＨ２＝ＣＨ２）の水
素原子を置換する置換基の有するカルボキシル基の合計が２である単量体を意味する。二
つのカルボキシル基は無水物を形成していても良い。ジカルボン酸系単量体としては、マ
レイン酸、無水マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、無水イタコン酸、メチレングルタル
酸、およびこれらの塩が例示される。塩としては、アンモニウム塩、有機アミン塩、金属
塩が例示される。
【００２１】
　本発明の製造方法は、重合開始時のジカルボン酸系単量体の有するカルボキシル基の０
～５０モル％が塩型構造であることが、重合時の高粘度化を抑制する観点から好ましい。
カルボキシル基が塩型構造とは、例えばカルボキシル基のナトリウム塩型構造であれば、
－ＣＯＯＮａ、で表される構造である。例えばマレイン酸モノナトリウム塩であれば、マ
レイン酸の有するカルボキシル基の５０モル％が塩型構造である（すなわち２つのカルボ
キシル基の内の1つが塩型構造である）ということができる。
【００２２】
　重合開始時のジカルボン酸系単量体の有するカルボキシル基の０～５０モル％を塩型構
造とするためには、（ｉ）酸型のジカルボン酸系単量体、一塩型（ハーフ塩型）のジカル
ボン酸系単量体、二塩型のジカルボン酸系単量体を所望の中和度になるように組み合わせ
て、または単独で反応容器に添加する方法、（ｉｉ）酸型のジカルボン酸系単量体および
／または一塩型（ハーフ塩型）のジカルボン酸系単量体と、カルボキシル基と中和可能な
アルカリ性物質を別々に反応容器に添加する方法等が行なわれる。
上記アルカリ性物質としては、水酸化ナトリウム、水酸化カルシウム等のアルカリ金属の
水酸化物、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウム等のアルカリ金属の炭酸塩、モノエタノ
ールアミン、メチルアミン等のアミン類、アンモニアが挙げられる。上記アルカリ性物質
は水溶液として反応容器に添加しても良いが、分離安定性の良好な重合体組成物を製造す
るためには、可能なものはペレットまたは粉体として添加して重合開始時の水の量を低減
することが好ましい。上記（ｉｉ）の方法によれば、中和反応で水が生成することになる
が、重合開始時の水の量を低減する目的で、加熱および／または減圧条件で重合開始前に
水を留去させても良い。
【００２３】
　本発明の製造方法において、ジカルボン酸系単量体は、全量重合開始以前に反応釜に添
加することが好ましいが、一部を重合開始後に添加しても良い。本発明の製造方法におけ
るジカルボン酸系単量体の使用量は、ＰＡＧ化合物と単量体（ジカルボン酸系単量体、（
メタ）アクリル酸系単量体、その他の単量体）の合計の使用量１００質量％に対し、１４
～８５質量％とすることが重合体組成物の再汚染防止能や界面活性剤との相溶性が向上す
る傾向にあることから好ましく、１７～８０質量％とすることがより好ましく、２０～６
８質量％とすることがさらに好ましい。なお、上記使用量を計算する場合には単量体が酸
基を有する場合には酸型換算で計算し、アミノ基を有する場合には対応するアミン換算で
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【００２４】
　すなわち、本発明の重合体組成物に含まれる重合体は、ジカルボン酸系単量体に由来す
る構造単位をＰＡＧ化合物に由来する構造単位と単量体由来の構造単位の合計１００質量
％に対し、１４～８５質量％有することが好ましく、１７～８０質量％とすることがより
好ましく、２０～６８質量％とすることがさらに好ましく、２５～５５質量％とすること
が特に好ましい。本発明において「単量体由来の構造単位」とは、ジカルボン酸系単量体
に由来する構造単位、（メタ）アクリル酸系単量体に由来する構造単位、その他の単量体
に由来する構造単位をいう。
なお、ジカルボン酸系単量体に由来する構造単位とは、ジカルボン酸系単量体が重合して
生成する構造であり、例えばマレイン酸に由来する構造単位であれば、－ＣＨ（ＣＯＯＨ
）ＣＨ（ＣＯＯＨ）－、で表すことができる。ジカルボン酸系単量体自体の構造単位、す
なわち、例えばマレイン酸の場合において、ＣＨ（ＣＯＯＨ）＝ＣＨ（ＣＯＯＨ）表され
る構造単位自体は（メタ）アクリル酸系単量体に由来する構造単位に含まないものとする
。
【００２５】
　＜ポリアルキレングリコール構造を有する化合物（ＰＡＧ化合物）＞
本発明の重合体組成物は、重合反応系において、ＰＡＧ化合物存在下で、（メタ）アクリ
ル酸系単量体およびジカルボン酸系単量体を必須として重合させることによって、合成さ
れる。本願において重合体組成物中に含有される主として重合前半に形成されるグラフト
重合体は、ＰＡＧ化合物が幹ポリマーであり、（メタ）アクリル酸系単量体およびジカル
ボン酸系単量体等から形成されるポリマーが枝ポリマーである。
【００２６】
　ＰＡＧ化合物は、ポリアルキレングリコール構造を有するのであれば、特に限定されな
い。ポリアルキレングリコール構造とは、下記一般式（１）で表される構造を意味する。
－（Ｏ－Ｒ）ｎ－　　一般式（１）
（式中、Ｒはアルキレン基を表し、ｎは繰り返し数を表す）
アルキレン基としては、特に限定されないが、メチレン基、エチレン基、プロピレン基、
トリメチレン基、シクロへキシレン基などが挙げられる。好ましくは炭素数２～６のアル
キレン基である。ｎは、通常は５～３００程度、好ましくは５～１００、より好ましくは
７～９０、特に好ましくは１０～８０である。ただし、ｎは、この範囲に限定されない。
 
　ＰＡＧ化合物の例としては、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコールなど
のポリアルキレングリコール、エチレンオキシドとプロピレンオキシドとのコポリマー、
ポリアルキレングリコールモノアルキルエーテル、ポリアルキレングリコールモノアリー
ルエーテル等のポリアルキレングリコールのエーテル化合物などが挙げられる。ポリアル
キレングリコール構造でない成分が、ＰＡＧ化合物中に多く含まれていてもよい。例えば
、活性水素を有する化合物の活性水素に、ポリアルキレングリコールを付加したものが挙
げられる。つまり、例えばポリエチレンイミン等の活性水素を複数有する化合物の活性水
素がポリアルキレングリコール構造で置換された化合物を、ＰＡＧ化合物として用いても
よい。他にも、ポリアルキレングリコールのエステル化合物、イソプレノールやアリルア
ルコールなどの不飽和二重結合を有する化合物のポリアルキレングリコール付加体などが
ＰＡＧ化合物として用いられうる。
【００２７】
　好ましいＰＡＧ化合物の別の例として、下記一般式（２）で表される化合物が例示され
る。ＰＡＧ化合物が下記一般式（２）で表される化合物であれば、重合体組成物の再汚染
防止能が向上する傾向にある。
【００２８】
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【化１】

【００２９】

上記一般式（２）において、Ｒ１、Ｒ３はそれぞれ独立して、水素原子、炭素数１～２０
のアルキル基、炭素数６～２０のアリール基を表し、Ｒ２は炭素数２～２０のアルキレン
基を表し、ｎは５～３００の数を表す。
上記一般式（２）において、Ｒ１、Ｒ３が炭素数１～２０のアルキル基である場合の具体
例としてはメチル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、シクロヘキシル基、ｎ－オクチル
基、ｎ－ドデシル基等が例示され、炭素数６～２０のアリール基としては、フェニル基、
メチルフェニル基、ナフチル基等が例示される。
上記一般式（２）において、Ｒ２としては、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基、ヘ
キシレン基等が例示され、エチレン基、イソプロピレン基、イソブチレン基が好ましい。
【００３０】
　ＰＡＧ化合物は、得られている知見に基づいて合成されてもよいし、市販されている化
合物を用いてもよい。例えば、ポリエチレンイミンの活性水素がポリアルキレングリコー
ル構造で置換された化合物を合成するには、所定のポリエチレンイミンに対して、アルキ
レンオキサイドを所定量重合させればよい。また、場合によっては、２種以上のＰＡＧ化
合物が用いられてもよい。
【００３１】
　ＰＡＧ化合物の分子量は、特に限定されない。ＰＡＧ化合物の構造や重合体混合物に求
める特性に応じて、ＰＡＧ化合物を選択すればよい。洗剤やスケール防止剤としての用途
を考慮すると、重量平均分子量が、好ましくは５００～２０，０００、より好ましくは７
００～１５，０００、さらに好ましくは８００～１２，０００、特に好ましくは１，００
０～１０，０００のＰＡＧ化合物が用いられる。
【００３２】
　本発明の製造方法において、ＰＡＧ化合物は、全量重合開始以前に反応釜に添加するこ
とが好ましいが、一部を重合開始後に添加しても良い。
【００３３】
　本発明の製造方法におけるＰＡＧ化合物の使用量は、ＰＡＧ化合物と単量体（ジカルボ
ン酸系単量体、（メタ）アクリル酸系単量体、その他の単量体）の合計の使用量１００質
量％に対し、４～５０質量％とすることが重合体組成物の再汚染防止能が向上する傾向に
あることから好ましく、５～４０質量％とすることがより好ましく、７～３０質量％とす
ることがさらに好ましい。なお、上記使用量を計算する場合には単量体が酸基を有する場
合には酸型換算で計算し、アミノ基を有する場合には対応するアミン換算で計算する。対
応する酸型換算で計算するとは上記の通りであり、アミン換算で計算するとは例えば単量
体がビニルアミン塩酸塩である場合には、ビニルアミンとして質量を計算することを言う
。
【００３４】
　すなわち、本発明の重合体組成物に含まれる重合体は、ＰＡＧ化合物に由来する構造単
位をＰＡＧ化合物由来の構造単位と単量体由来の構造単位の合計１００質量％に対し、４
～５０質量％有することが好ましく、５～４０質量％とすることがより好ましく、７～３
０質量％とすることがさらに好ましい。
なお、ポリアルキレングリコール構造を有する化合物に由来する構造単位とは、ポリアル
キレングリコール構造を有する化合物がそのままで、またはポリアルキレングリコール構
造を有する化合物に単量体等が付加した場合の単量体等に由来する構造を除いた部分の構
造単位を表す。
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すなわち、ポリアルキレングリコール構造を有する化合物に由来する構造単位には、ポリ
アルキレングリコール構造を有する化合物自体の構造単位を含み、重合体や副生成物に含
まれる構造部分も含まれる。
【００３５】
　＜（メタ）アクリル酸系単量体＞
本発明の製造方法に使用される「（メタ）アクリル酸系単量体」とは、アクリル酸、メタ
クリル酸、およびこれらの塩を意味する。（メタ）アクリル酸系単量体は１種または２種
以上で使用される。アクリル酸またはメタクリル酸の塩としては、アクリル酸またはメタ
クリル酸を水酸化ナトリウムや水酸化カリウムなどのアルカリ成分で中和した塩；アクリ
ル酸またはメタクリル酸をアンモニア、またはモノエタノールアミンやトリエタノールア
ミンなどの有機アミン類により中和した塩が挙げられる。
【００３６】
　本発明の製造方法において、（メタ）アクリル酸系単量体は、全量重合開始以後に反応
釜に添加することが好ましいが、一部を重合開始以前に添加しても良い。
【００３７】
　本発明の製造方法における（メタ）アクリル酸系単量体の使用量は、ＰＡＧ化合物と単
量体（ジカルボン酸系単量体、（メタ）アクリル酸系単量体、その他の単量体）の合計の
使用量１００質量％に対し、４～８０質量％とすることが重合体組成物の再汚染防止能が
向上する傾向にあることから好ましく、５～７５質量％とすることがより好ましく、２０
～６０質量％とすることがさらに好ましい。なお、上記使用量を計算する場合には単量体
が酸基を有する場合には酸型換算で計算し、アミノ基を有する場合には対応するアミン換
算で計算する。
【００３８】
　すなわち、本発明の重合体組成物に含まれる重合体は、（メタ）アクリル酸系単量体に
由来する構造単位をＰＡＧ化合物に由来する構造単位と単量体由来の構造単位の合計１０
０質量％に対し、４～８０質量％有することが好ましく、５～７５質量％とすることがよ
り好ましく、２０～６０質量％とすることがさらに好ましい。
なお、（メタ）アクリル酸系単量体に由来する構造単位とは、（メタ）アクリル酸系単量
体が重合して生成する構造であり、例えばアクリル酸に由来する構造単位であれば、－Ｃ
Ｈ２ＣＨ（ＣＯＯＨ）－、で表すことができる。（メタ）アクリル酸系単量体自体の構造
単位、すなわち、例えばアクリル酸の場合において、ＣＨ２＝ＣＨ（ＣＯＯＨ）で表され
る構造単位自体は（メタ）アクリル酸系単量体に由来する構造単位に含まないものとする
。
【００３９】
　＜その他の単量体＞
本発明の製造方法に使用される単量体としては、上記ジカルボン酸系単量体、（メタ）ア
クリル酸系単量体の他に、これらと重合可能なその他の単量体を使用しても構わない。そ
の他の単量体としては、例えば２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（
メタ）アリルスルホン酸、ビニルスルホン酸、２－ヒドロキシ－３－アリルオキシ－１－
プロパンスルホン酸、２－ヒドロキシ－３－ブテンスルホン酸などのスルホン酸基を有す
る単量体；ビニルホスホン酸、（メタ）アリルホスホン酸などのホスホン酸基を有する単
量体；２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）ア
クリレート、３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル（メ
タ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、α－ヒドロキシメチル
エチル（メタ）アクリレート等の水酸基含有アルキル（メタ）アクリレート類；（メタ）
アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）ア
クリル酸シクロヘキシル等の（メタ）アクリル酸と炭素数１～１８のアルコールとのエス
テル化により得られるアルキル（メタ）アクリレート類；ジメチルアミノエチル（メタ）
アクリレートまたはその４級化物等のアミノ基含有アクリレート；（メタ）アクリルアミ
ド、ジメチルアクリルアミド、イソプロピルアクリルアミド等のアミド基含有単量体類；
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酢酸ビニル等のビニルエステル類；エチレン、プロピレン等のアルケン類；スチレン、ス
チレンスルホン酸等の芳香族ビニル系単量体類；マレイミド、フェニルマレイミド、シク
ロヘキシルマレイミド等のマレイミド誘導体；（メタ）アクリロニトリル等のニトリル基
含有ビニル系単量体類；（メタ）アクロレイン等のアルデヒド基含有ビニル系単量体類；
メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテル、ブチルビニルエーテル等のアルキルビニ
ルエーテル類；アリルアルコールやイソプレノール等の不飽和アルコールにアルキレンオ
キサイドを付加した構造の単量体；塩化ビニル、塩化ビニリデン、アリルアルコール、ビ
ニルピロリドン等が挙げられる。これらの他の単量体についても、１種のみが単独で用い
られてもよいし、２種以上が併用されてもよい。
【００４０】
　本発明の製造方法における任意成分であるその他の単量体の使用量は、ＰＡＧ化合物と
単量体（ジカルボン酸系単量体、（メタ）アクリル酸系単量体、その他の単量体）の合計
の使用量１００質量％に対し、０～３０質量％とすることが重合体組成物の再汚染防止能
が向上する傾向にあることから好ましい。
すなわち、本発明の重合体組成物に含まれる重合体は、任意成分であるその他の単量体に
由来する構造単位をＰＡＧ化合物由来の構造単位と単量体由来の構造単位の合計１００質
量％に対し、０～３０質量％有することが好ましい。
【００４１】
　＜重合開始剤＞
本発明の製造方法は、ポリアルキレングリコール構造を有する化合物と重合開始剤の存在
下でジカルボン酸系単量体と（メタ）アクリル酸系単量体とを重合する工程を含むことが
好ましい。
本発明の製造方法で使用できる重合開始剤としては、例えば、過酸化水素；過硫酸ナトリ
ウム、過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム等の過硫酸塩；ジメチル２，２’－アゾビス
（２－メチルプロピオネート）、２，２’－アゾビス（イソブチロニトリル）、２，２’
－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレ
ロニトリル）、２，２’－アゾビス（４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル）
、２，２’－アゾビス（イソ酪酸）ジメチル、４，４’－アゾビス（４－シアノ吉草酸）
、２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオンアミジン）二塩酸塩、２，２’－アゾビス
［Ｎ－（２－カルボキシエチル）－２－メチルプロピオンアミジン］ｎ水和物、２，２’
－アゾビス［２－（２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］二塩酸塩、２，２’－アゾ
ビス［２－（２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］二硫酸塩二水和物、１，１’－ア
ゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）等のアゾ系化合物；過酸化ベンゾイル、
過酸化ラウロイル、過酢酸、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、クメンヒドロパーオキサイ
ド等の有機過酸化物等が例示される。これらの重合開始剤のうちでも、ジカルボン酸の重
合の進行が良好であることから、過硫酸塩、過酸化水素を使用することが好ましい。
【００４２】
　開始剤の使用量は、特に制限されないが、以下に特に記載する場合を除き、使用する単
量体の全量（全単量体とも言う）１モルに対して、０．１ｇ以上２０ｇ以下、より好まし
くは１～１５ｇであることが好ましい。
【００４３】
　本発明の製造方法は、必要に応じ、重合に悪影響を及ぼさない範囲内で、重合体の分子
量調整剤として連鎖移動剤を用いても良い。連鎖移動剤としては、具体的には、メルカプ
トエタノール、チオグリセロール、チオグリコール酸、２－メルカプトプロピオン際、３
－メルカプトプロピオン際、チオリンゴ酸、チオグリコール酸オクチル、３－メルカプト
プロピオン酸オクチル、２－メルカプトエタンスルホン酸、ｎ－ドデシルメルカプタン、
オクチルメルカプタン、ブチルチオグリコレート等の、チオール系連鎖移動剤；四塩化炭
素、塩化メチレン、ブロモホルム、ブロモトリクロロエタン等の、ハロゲン化物；イソプ
ロパノール、グリセリン等の、第２級アルコール；亜リン酸、次亜リン酸、及びその塩（
次亜リン酸ナトリウム、次亜リン酸カリウム等）や、亜硫酸、重亜硫酸、亜二チオン酸、
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メタ重亜硫酸、及びその塩（重亜硫酸ナトリウム、重亜硫酸カリウム、亜二チオン酸ナト
リウム、亜二チオン酸カリウム、メタ重亜硫酸ナトリウム、メタ重亜硫酸カリウム等）等
の重亜硫酸（塩）類、等の低級酸化物およびその塩などが挙げられる。上記連鎖移動剤は
、単独で使用されてもあるいは２種以上の混合物の形態で使用されてもよい。
連鎖移動剤を使用すると、製造される重合体が必要以上に高分子量化することを抑制し、
低分子量の重合体を効率よく製造することができるという利点がある。
【００４４】
　本発明の製造方法において、連鎖移動剤の添加量は、特に制限されないが、以下に特に
記載する場合を除き、好ましくは全単量体１モルに対して、１～２０ｇ、より好ましくは
２～１５ｇである。
【００４５】
　本発明の製造方法において、重合反応系中には、重金属イオンが配合されてもよい。重
合反応系中に重金属イオンを配合することによって、開始剤や連鎖移動剤の配合量が低減
されうる。開始剤や連鎖移動剤は、不純物の原因となり、性能低下の要因になり得るため
配合量は低減することが好ましい。
【００４６】
　重金属とは、比重が４ｇ／ｃｍ３以上の金属を意味する。具体的な重金属としては、鉄
、コバルト、マンガン、クロム、モリブデン、タングステン、銅、銀、金、鉛、白金、イ
リジウム、オスミウム、パラジウム、ロジウム、ルテニウムなどが挙げられる。２種以上
の重金属が用いられてもよい。重合反応系は、これらのイオンを含む。好ましくは、重合
反応系は、鉄イオンを含む。重金属イオンのイオン価については特に限定しない。例えば
、重金属として鉄が用いられる場合には、重合反応系中に溶解している鉄イオンは、Ｆｅ
2+であっても、Ｆｅ３＋であってよい。これらが組み合わされていても良い。 
　重金属イオンは、重金属化合物を溶解してなる溶液を用いて添加されうる。その際に用
いられる重金属化合物は、重合反応系中に含有されることを所望する重金属イオンに応じ
て決定される。溶媒として水が用いられる場合には、水溶性の重金属塩が好ましい。水溶
性の重金属塩としては、モール塩（Ｆｅ（ＮＨ４）２（ＳＯ４）２・６Ｈ２Ｏ）、硫酸第
一鉄・７水和物、塩化第一鉄、塩化第二鉄、塩化マンガンなどが挙げられる。重金属イオ
ンの添加方法としては、初期添加または逐次添加、好ましくは初期添加が用いられる。た
だし、重金属イオンの添加方法がこれらに限定されるわけではない。なお、初期添加とは
、重金属イオンの全量を重合反応系中に予め添加する方法をいい、逐次添加とは、重金属
イオンを重合反応の進行と共に、徐々に添加していく方法をいう。
【００４７】
　重金属イオンの含有量は、特に限定されないが、重合反応完結時における重合反応系の
全質量に対して好ましくは０．１～２０ｐｐｍ、より好ましくは０．２～１０ｐｐｍ、さ
らに好ましくは０．３～７ｐｐｍ、特に好ましくは０．４～６ｐｐｍ、最も好ましくは０
．５～５ｐｐｍである。本発明の効果を得るために加えられる重金属イオンはこの程度の
量でよいため、重金属イオン由来の不純物は殆ど発生しない。２種以上の重金属イオンが
含まれる場合には、重金属イオンの総量が上述の範囲であればよい。なお、重合反応完結
時とは、重合反応系中において重合反応が実質的に完了した時点を意味する。
【００４８】
　重金属イオンの含有量が０．１ｐｐｍ未満であると、重金属イオンによる効果が十分に
発現しない虞がある。一方、重金属イオンの含有量が２０ｐｐｍを超えると、色調が悪化
する虞がある。また、洗剤ビルダーやスケール防止剤として重合体混合物が用いられた場
合には、汚れの増加やスケールの増加を招く虞がある。
【００４９】
　好ましい重合開始剤あるいは重合開始剤と連鎖移動剤等の組み合わせ（開始剤系とも言
う）としては、過硫酸塩と重亜硫酸（塩）類の組み合わせ、若しくは過硫酸塩と過酸化水
素の組み合わせ、またはこれらとの重金属イオンの組み合わせが例示される。
【００５０】
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　重合開始剤として過硫酸塩を使用する場合、過硫酸塩の添加量は、単量体１モルに対し
て１．０～５．０ｇであることが好ましく、２．０～４．０ｇであることがより好ましい
。過硫酸塩の添加量がこれより少なくなると、得られる重合体の分子量が高くなる傾向が
ある。一方、添加量が多すぎると、過硫酸塩の効果が添加量に伴うほど得られなくなり、
更に、得られる重合体の純度が低下する傾向にある。
【００５１】
　重合開始剤として過酸化水素を使用する場合、過酸化水素の添加量は、単量体１モルに
対して１．０～１５．０ｇであることが好ましく、２．０～１０．０ｇであることがより
好ましい。過酸化水素の添加量が２．０ｇ未満であると、得られる共重合体の重合平均分
子量が高くなる傾向にある。一方、添加量が１５．０ｇを超えると過酸化水素の効果が添
加量に伴うほど得られなくなり、さらに残存する過酸化水素量が多くなる傾向にある。
【００５２】
　開始剤系として過酸化水素と過硫酸塩を併用する場合、過酸化水素および過硫酸塩の添
加比率は、重量比で過酸化水素の重量が１としたときに、過硫酸塩の重量が０．１～５．
０であることが好ましく、０．２～４．０であることがより好ましい。
【００５３】
　開始剤系として過硫酸塩と重亜硫酸（塩）類を併用する場合、過硫酸塩１質量部に対し
て、重亜硫酸（塩）類０．５～５質量部を用いることが好ましい。より好ましくは、過硫
酸塩１質量部に対して、重亜硫酸（塩）類の下限は、１質量部であり、最も好ましくは２
質量部である。また、重亜硫酸（塩）類のより好ましい上限は、過硫酸塩１質量部に対し
て、より好ましくは４質量部であり、最も好ましくは３質量部である。
【００５４】
　＜その他の添加剤＞
本発明の製造方法は、上記の通り水の使用量が制御されることとなる。単量体の溶解性を
向上させるために、有機溶剤を使用してもよい。使用可能な有機溶剤としては、メタノー
ル、エタノールなどの低級アルコール；ジメチルホルムアルデヒドなどのアミド類；ジエ
チルエーテル、ジオキサンなどのエーテル類などが挙げられる。
【００５５】
　上記の通り、本発明の製造方法は、重合開始前にアルカリ性物質を添加しても良いが、
重合中の中和度を制御する目的で重合中にアルカリ性物質を添加しても構わない。もちろ
ん重合後にアルカリ性物質を添加しても良い。
【００５６】
　＜その他の重合条件＞
重合中に滴下する各成分の滴下時間は、通常は４０分～４２０分であり、好ましくは６０
分～３６０分である。各成分によって、滴下時間が異なっていてもよい。
【００５７】
　各成分の滴下速度は特に限定されるものではない。例えば、滴下の開始から終了を通じ
て、滴下速度は一定であってもよく、必要に応じて、滴下速度を変化させてもよい。重合
体混合物の製造効率を高めるためには、滴下終了後の重合反応系における固形成分の濃度
、すなわち単量体の重合によって生じる固形分の濃度が４０質量％以上になるように、各
成分を滴下させることが好ましい。
【００５８】
　重合開始剤として過酸化水素を使用する場合、反応容器（反応液）への単量体（初期仕
込みする単量体を除く）の添加開始後、遅らせて添加開始することが好ましい。
過酸化水素の反応容器（反応液）への添加終了時間は、（メタ）アクリル酸系単量体の添
加終了時より以前に終了することが好ましい。過酸化水素の添加終了時間が（メタ）アク
リル酸系単量体の添加終了時より後になると、過酸化水素が多量に残存する傾向にある。
【００５９】
　重合開始剤として過硫酸塩を使用する場合、反応容器（反応液）への添加時間は特に限
定はされないが、（メタ）アクリル酸系単量体の添加終了時以後まで滴下することが好ま



(13) JP 2012-177007 A 2012.9.13

10

20

30

40

50

しく、（メタ）アクリル酸系単量体の添加終了時から３０分以内に終了することがより好
ましく、（メタ）アクリル酸系単量体の添加終了時後５分～２０分以内に終了することが
特に好ましい。これにより、製造した重合体（組成物）における単量体の残量が低減する
傾向にある。
【００６０】
　重合温度は、好ましくは２５～２００℃、より好ましくは５０～１５０℃、さらに好ま
しくは、８０～１２０℃である。重合温度が低すぎると、得られる重合体混合物中に含ま
れる重合体の重量平均分子量が上昇するおそれ、および、不純物の生成量が増加するおそ
れがある。また、重合時間が長くなるため、重合体組成物の生産性が低下する。重合温度
が高すぎると、不純物の生成量が増加する虞がある。
【００６１】
　重合時の圧力は、特に限定されるものではなく、常圧下、減圧下、加圧下の何れの圧力
下であってもよい。
【００６２】
　本発明の製造方法は、上記重合工程に加え、重合工程で製造された重合体組成物に含ま
れる重合体が酸型または部分中和型の場合等には必要に応じて中和工程を含んでいても良
い。また、必要に応じて、重合工程で製造された重合体組成物に他の成分を添加する混合
工程、成分の一部を除去したり低減させる精製工程、重合体組成物の溶媒量を増減する希
釈工程や濃縮・乾燥工程が含まれていても良い。
【００６３】
　＜本発明の重合体組成物＞
本発明の重合体組成物は、上記の製造方法により製造される。
【００６４】
　本発明の重合体組成物に含まれる重合体の重量平均分子量は、再汚染防止能が向上する
傾向にあることから、１，０００～１００，０００であることが好ましく、１，５００～
５０，０００であることがさらに好ましく、２，０００～３０，０００であることが特に
好ましく、２，０００～２０，０００であることがさらに特に好ましく、４，０００～１
５，０００であることが最も好ましい。
【００６５】
　本発明の重合体（組成物）は、良好な再汚染防止能を有する。好ましくは、後述する再
汚染防止能の評価方法において、５９％以上である。
本発明の重合体組成物は、良好な保存安定性を有する。
【００６６】
　＜本発明の水溶液＞
本発明の水溶液は、（メタ）アクリル酸系単量体に由来する構造単位を有する化合物（化
合物Ａ）、ジカルボン酸系単量体に由来する構造単位を有する化合物（化合物Ｂ）、およ
びポリアルキレングリコール構造を有する化合物に由来する構造単位を有する化合物（化
合物Ｃ）を含むことを特徴としている。
化合物Ａ、Ｂ、Ｃは、重複していても良い。すなわち、例えば化合物Ａは、（メタ）アク
リル酸系単量体に由来する構造単位の他に、ジカルボン酸系単量体に由来する構造単位お
よび／またはポリアルキレングリコール構造を有する化合物に由来する構造単位を有して
いても良い。
【００６７】
　「（メタ）アクリル酸系単量体に由来する構造単位」、「ジカルボン酸系単量体に由来
する構造単位」、「ポリアルキレングリコール構造を有する化合物に由来する構造単位」
とは、上記の通りである。
化合物Ａ、Ｂ、Ｃは、任意であるが、その他の単量体に由来する構造単位等を有していて
も構わない。その他の単量体に由来する構造単位を有する場合、化合物Ａ、Ｂ、Ｃの合計
の質量１００質量％に対して０～３０質量％であることが好ましい。
【００６８】
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　上記水溶液は、上記水溶液に含まれる（メタ）アクリル酸系単量体に由来する構造単位
の合計の質量が、化合物Ａ、Ｂ、Ｃの合計の質量１００質量％に対して４～８０質量％で
あり、好ましくは５～７５質量％であり、さらに好ましくは２０～６０質量％である。
また、上記水溶液に含まれるジカルボン酸系単量体に由来する構造単位の合計の質量が、
化合物Ａ、Ｂ、Ｃの合計の質量１００質量％に対して１４～８５質量％であり、好ましく
は１７～８０質量％であり、さらに好ましくは２０～６８質量％である。
また、上記水溶液に含まれるポリアルキレングリコール構造を有する化合物に由来する構
造単位に由来する構造単位の合計の質量が、化合物Ａ、Ｂ、Ｃの合計の質量１００質量％
に対して４～５０質量％であり、好ましくは５～４０質量％であり、さらに好ましくは７
～３０質量％である。
それぞれの構造単位の合計の質量の範囲が、上記範囲であれば、水溶液の再汚染防止能が
向上する効果が顕著であることから好ましい。
上記構造単位の質量％を計算する場合には、酸型換算で計算するものとする。
上記構造単位の範囲は、ＮＭＲ法等によって測定できる（モル比から換算する）。
本発明の水溶液の好ましい製造方法は、適用可能な範囲で本発明の重合体組成物の製造方
法と同様である。
本発明の水溶液の好ましい水分量は、２０～８０質量％である。本発明の水溶液の好まし
い固形分濃度は２０～８０質量％であり、好ましくは３０～７０質量％であり、さらに好
ましくは４０～６５質量％である。
【００６９】
　＜重合体組成物の用途＞
本発明の重合体組成物は、水処理剤、繊維処理剤、分散剤、洗剤ビルダー（または洗剤組
成物）等として用いられうる。洗剤ビルダーとしては、衣料用、食器用、住居用、毛髪用
、身体用、歯磨き用、及び自動車用など、様々な用途の洗剤に添加されて使用されうる。
【００７０】
　＜水処理剤＞
本発明の重合体組成物は、水処理剤に用いることができる。該水処理剤には、必要に応じ
て、他の配合剤として、重合リン酸塩、ホスホン酸塩、防食剤、スライムコントロール剤
、キレート剤を用いても良い。
上記水処理剤は、冷却水循環系、ボイラー水循環系、海水淡水化装置、パルプ蒸解釜、黒
液濃縮釜等でのスケール防止に有用である。また、性能、効果に影響しない範囲で、任意
の適切な水溶性重合体を含んでもよい。
【００７１】
　＜繊維処理剤＞
本発明の重合体組成物は、繊維処理剤に用いることができる。該繊維処理剤は、染色剤、
過酸化物および界面活性剤からなる群より選ばれる少なくとも１つと、本発明の重合体組
成物を含む。
上記繊維処理剤における本発明の重合体組成物の含有量は、繊維処理剤全体に対して、好
ましくは１～１００重量％であり、より好ましくは５～１００重量％である。また、性能
、効果に影響しない範囲で、任意の適切な水溶性重合体を含んでいてもよい。
【００７２】
　以下に、より実施形態に近い、繊維処理剤の配合例を示す。この繊維処理剤は、繊維処
理における精錬、染色、漂白、ソーピングの工程で使用することができる。染色剤、過酸
化物および界面活性剤としては繊維処理剤に通常使用されるものが挙げられる。
【００７３】
　本発明の重合体組成物と、染色剤、過酸化物および界面活性剤からなる群より選ばれる
少なくとも１つとの配合比率は、例えば、繊維の白色度、色むら、染色けんろう度の向上
のためには、繊維処理剤純分換算で、本発明の重合体組成物１重量部に対して、染色剤、
過酸化物および界面活性剤からなる群より選ばれる少なくとも１つを０．１～１００重量
部の割合で配合された組成物を繊維処理剤として用いることが好ましい。
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【００７４】
　上記繊維処理剤を使用できる繊維としては、任意の適切な繊維を採用し得る。例えば、
木綿、麻等のセルロース系繊維、ナイロン、ポリエステル等の化学繊維、羊毛、絹糸等の
動物性繊維、人絹等の半合成繊維およびこれらの織物および混紡品が挙げられる。
【００７５】
　上記繊維処理剤を精錬工程に適用する場合は、本発明の重合体組成物と、アルカリ剤お
よび界面活性剤とを配合することが好ましい。漂白工程に適用する場合では、本発明の重
合体組成物と、過酸化物と、アルカリ性漂白剤の分解抑制剤としての珪酸ナトリウム等の
珪酸系薬剤とを配合することが好ましい。
＜無機顔料分散剤＞
　本発明の重合体組成物は、無機顔料分散剤に用いることができる。該無機顔料分散剤に
は、必要に応じて、他の配合剤として、縮合リン酸およびその塩、ホスホン酸およびその
塩、ポリビニルアルコールを用いても良い。
【００７６】
　上記無機顔料分散剤中における、本発明の重合体組成物の含有量は、無機顔料分散剤全
体に対して、好ましくは５～１００重量％である。また性能、効果に影響しない範囲で、
任意の適切な水溶性重合体を含んでいてもよい。
【００７７】
　上記無機顔料分散剤は、紙コーティングに用いられる重質ないしは軽質炭酸カルシウム
、クレイの無機顔料の分散剤として良好な性能を発揮し得る。例えば、無機顔料分散剤を
無機顔料に少量添加して水中に分散することにより、低粘度でしかも高流動性を有し、か
つ、それらの性能の経日安定性が良好な、高濃度炭酸カルシウムスラリーのような高濃度
無機顔料スラリーを製造することができる。
【００７８】
　上記無機顔料分散剤を無機顔料の分散剤として用いる場合、該無機顔料分散剤の使用量
は、無機顔料１００重量部に対して、０．０５～２．０重量部が好ましい。該無機顔料分
散剤の使用量が上記範囲内にあることによって、十分な分散効果を得ることが可能となり
、添加量に見合った効果を得ることが可能となり、経済的にも有利となり得る。
【００７９】
　＜洗剤組成物＞
本発明の重合体組成物は、洗剤組成物にも添加しうる。
本発明の重合体組成物は、上述した重合体を含むが、優れたビルダー性能を発揮しうると
いう観点からは、当該重合体の含有量は、洗剤組成物の全量に対して、好ましくは０．１
～１５質量％であり、より好ましくは０．３～１０質量％であり、さらに好ましくは０．
５～５質量％である。
【００８０】
　洗剤用途で用いられる洗剤組成物には、通常、洗剤に用いられる界面活性剤や添加剤が
含まれる。これらの界面活性剤や添加剤の具体的な形態は特に制限されず、洗剤分野にお
いて従来公知の知見が適宜参照されうる。また、上記洗剤組成物は、粉末洗剤組成物であ
ってもよいし、液体洗剤組成物であってもよい。
【００８１】
　界面活性剤は、アニオン性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤
および両性界面活性剤からなる群から選択される１種または２種以上である。２種以上が
併用される場合、アニオン性界面活性剤とノニオン性界面活性剤との合計量は、界面活性
剤の全量に対して５０質量％以上であることが好ましく、より好ましくは６０質量％以上
であり、さらに好ましくは７０質量％以上であり、特に好ましくは８０質量％以上である
。
【００８２】
　アニオン性界面活性剤としては、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキルエーテル硫
酸塩、アルケニルエーテル硫酸塩、アルキル硫酸塩、アルケニル硫酸塩、α－オレフィン
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スルホン酸塩、α－スルホ脂肪酸またはエステル塩、アルカンスルホン酸塩、飽和脂肪酸
塩、不飽和脂肪酸塩、アルキルエーテルカルボン酸塩、アルケニルエーテルカルボン酸塩
、アミノ酸型界面活性剤、Ｎ－アシルアミノ酸型界面活性剤、アルキルリン酸エステルま
たはその塩、アルケニルリン酸エステルまたはその塩等が好適である。これらのアニオン
性界面活性剤におけるアルキル基、アルケニル基には、メチル基等のアルキル基が分岐し
ていてもよい。
【００８３】
　ノニオン性界面活性剤としては、ポリオキシアルキレンアルキルエーテル、ポリオキシ
アルキレンアルケニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル、高級脂
肪酸アルカノールアミドまたはそのアルキレンオキサイド付加物、ショ糖脂肪酸エステル
、アルキルグリコキシド、脂肪酸グリセリンモノエステル、アルキルアミンオキサイド等
が好適である。これらのノニオン性界面活性剤におけるアルキル基、アルケニル基には、
メチル基等のアルキル基が分岐していてもよい。
【００８４】
　カチオン性界面活性剤としては、第４級アンモニウム塩等が好適である。また、両性界
面活性剤としては、カルボキシル型両性界面活性剤、スルホベタイン型両性界面活性剤等
が好適である。これらのカチオン性界面活性剤、両性界面活性剤におけるアルキル基、ア
ルケニル基は、メチル基等のアルキル基が分岐していてもよい。
【００８５】
　上記界面活性剤の配合割合は、通常、洗剤組成物の全量に対して１０～８０質量％であ
り、好ましくは１５～７０質量％であり、さらに好ましくは２０～６０質量％であり、特
に好ましくは２５～４０質量％である。界面活性剤の配合割合が少なすぎると、十分な洗
浄力を発揮できなくなる虞があり、界面活性剤の配合割合が多すぎると、経済性が低下す
る虞がある。
【００８６】
　添加剤としては、アルカリビルダー、キレートビルダー、カルボキシメチルセルロース
ナトリウム等の汚染物質の再沈着を防止するための再付着防止剤、ベンゾトリアゾールや
エチレン－チオ尿素等の汚れ抑制剤、ソイルリリース剤、色移り防止剤、柔軟剤、ｐＨ調
節のためのアルカリ性物質、香料、可溶化剤、蛍光剤、着色剤、起泡剤、泡安定剤、つや
出し剤、殺菌剤、漂白剤、漂白助剤、酵素、染料、溶媒等が好適である。また、粉末洗剤
組成物の場合にはゼオライトを配合することが好ましい。
【００８７】
　上記洗剤組成物は、本発明の重合体組成物に加えて、他の洗剤ビルダーを含んでもよい
。他の洗剤ビルダーとしては、特に制限されないが、例えば、炭酸塩、炭酸水素塩、珪酸
塩などのアルカリビルダーや、トリポリリン酸塩、ピロリン酸塩、ボウ硝、ニトリロトリ
酢酸塩、エチレンジアミンテトラ酢酸塩、クエン酸塩、（メタ）アクリル酸の共重合体塩
、アクリル酸－マレイン酸共重合体、フマル酸塩、ゼオライト等のキレートビルダー、カ
ルボキシメチルセルロース等の多糖類のカルボキシル誘導体等が挙げられる。上記ビルダ
ーに用いられる対塩としては、ナトリウム、カリウムなどのアルカリ金属、アンモニウム
、アミン等が挙げられる。
【００８８】
　上記添加剤と他の洗剤用ビルダーの合計の配合割合は、通常、洗浄剤組成物１００質量
％に対して０．１～５０質量％が好ましい。より好ましくは０．２～４０質量％であり、
さらに好ましくは０．３～３５質量％であり、特に好ましくは０．４～３０質量％であり
、最も好ましくは０．５～２０質量％以下である。添加剤／他の洗剤ビルダーの配合割合
が０．１質量％未満であると、十分な洗剤性能を発揮できなくなる虞があり、５０質量％
を超えると経済性が低下する虞がある。
【００８９】
　なお、上記洗剤組成物の概念には、家庭用洗剤の合成洗剤、繊維工業その他の工業用洗
剤、硬質表面洗浄剤のほか、その成分の１つの働きを高めた漂白洗剤等の特定の用途にの



(17) JP 2012-177007 A 2012.9.13

10

20

30

40

50

み用いられる洗剤も含まれる。
【００９０】
　上記洗剤組成物が液体洗剤組成物である場合、液体洗剤組成物に含まれる水分量は、通
常、液体洗剤組成物の全量に対して０．１～７５質量％であることが好ましく、より好ま
しくは０．２～７０質量％であり、さらに好ましくは０．５～６５質量％であり、さらに
より好ましくは０．７～６０質量％であり、特に好ましくは１～５５質量％であり、最も
好ましくは１．５～５０質量％である。
【００９１】
　上記洗剤組成物が液体洗剤組成物である場合、当該洗剤組成物は、カオリン濁度が２０
０ｍｇ／Ｌ以下であることが好ましく、より好ましくは１５０ｍｇ／Ｌ以下であり、さら
に好ましくは１２０ｍｇ／Ｌ以下であり、特に好ましくは１００ｍｇ／Ｌ以下であり、最
も好ましくは５０ｍｇ／Ｌ以下である。
【００９２】
　また、本発明の重合体組成物を洗剤ビルダーとして液体洗剤組成物に添加する場合とし
ない場合とでのカオリン濁度の変化（差）は、５００ｍｇ／Ｌ以下であることが好ましく
、より好ましくは４００ｍｇ／Ｌ以下であり、さらに好ましくは３００ｍｇ／Ｌ以下であ
り、特に好ましくは２００ｍｇ／Ｌ以下であり、最も好ましくは１００ｍｇ／Ｌ以下であ
る。カオリン濁度の値としては、以下の手法により測定される値を採用するものとする。
【００９３】
　＜カオリン濁度の測定方法＞
　厚さ１０ｍｍの５０ｍｍ角セルに均一に攪拌した試料（液体洗剤）を仕込み、気泡を除
いた後、日本電色株式会社製ＮＤＨ２０００（商品名、濁度計）を用いて２５℃でのＴｕ
ｂｉｄｉｔｙ（カオリン濁度：ｍｇ／Ｌ）を測定する。
【００９４】
　上記洗浄剤組成物に配合することができる酵素としては、プロテアーゼ、リパーゼ、セ
ルラーゼ等が好適である。中でも、アルカリ洗浄液中で活性が高いプロテアーゼ、アルカ
リリパーゼ及びアルカリセルラーゼが好ましい。
【００９５】
　上記酵素の添加量は、洗浄剤組成物１００質量％に対して５質量％以下であることが好
ましい。５質量％を超えると、洗浄力の向上が見られなくなり、経済性が低下するおそれ
がある。
【００９６】
　本発明の洗剤組成物は、カルシウムイオンやマグネシウムイオンの濃度が高い硬水（例
えば、１００ｍｇ／Ｌ以上）の地域中で使用しても、塩の析出が少なく、優れた洗浄効果
を有する。この効果は、洗剤組成物が、ＬＡＳのようなアニオン界面活性剤を含む場合に
特に顕著である。
【実施例】
【００９７】
　以下に実施例を掲げて本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例のみ
に限定されるものではない。なお、特に断りのない限り、「部」は「質量部」を、「％」
は「質量％」を意味するものとする。
【００９８】
　また、本発明のグラフト重合体の重量平均分子量、数平均分子量、再汚染防止能、保存
安定性、重合体組成物および重合体水溶液の固形分量、原料の分析は、下記の方法に従っ
て測定した。
＜重量平均分子量、及び、残存モノマーの測定条件（ＧＰＣ）＞
装置：株式会社日立製作所製　Ｌ－７０００シリーズ
検出器：ＲＩ（重量平均分子量）、ＵＶ（残存モノマー）
カラム：昭和電工株式会社製　ＳＨＯＤＥＸ　Ａｓａｈｉｐａｋ　ＧＦ－３１０－ＨＱ，
ＧＦ－７１０－ＨＱ，ＧＦ－１Ｇ　７Ｂ
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カラム温度：４０℃
流速：０．５ｍＬ／ｍｉｎ
検量線：創和科学株式会社製　ＰＯＬＹＡＣＲＹＬＡＴＥ　ＳＴＡＮＤＡＲＤ
溶離液：０．１Ｎ酢酸ナトリウム／アセトニトリル＝３／１（質量比）
　＜再汚染防止能の評価＞
（１）洗濯科学協会より入手したＪＩＳ－Ｌ０８０３綿布を切断し、５ｃｍ×５ｃｍの白
布を作成した。この白布を、あらかじめ、日本電色工業社製の測色色差計ＳＥ２０００型
を用いて、白色度を反射率にて測定した。
（２）２．２９ｇの塩化カルシウム２水和物に純水を加えて１３ｋｇとし、硬水を調製し
た。硬水とすすぎ用の水道水を２５℃の恒温槽で保持しておいた。
（３）ターゴットメーターを２５℃にセットし、硬水５００ｍｌとクレー１ｇとをポット
にいれ、１００ｒｐｍで１分間撹拌した。その後、固形分濃度を０．６質量％に調整した
重合体水溶液２．５ｇをポットに入れ、１００ｒｐｍで１０分間撹拌した。
（４）６％アルキルポリオキシエチレン硫酸塩水溶液２．５ｇ、１％硼酸ナトリウム水溶
液２．５ｇ、１％クエン酸ナトリウム水溶液２．５ｇ、および白布１５枚をポットにいれ
、１００ｒｐｍで１分間撹拌した。
（５）手で白布の水を切り、準備しておいた２５℃の硬水５００ｍｌが入ったポットにお
いて、１００ｒｐｍで１分間撹拌した。
（６）白布に当て布をして、アイロンでしわを伸ばしながら乾燥させた後、上記測色色差
計にて、再度、白布の白色度を反射率にて測定した。
（７）以上の測定結果から、下式により再汚染防止能を求めた。
（８）再汚染防止率（％）＝［（洗浄後の白色度）／原白布の白色度）］×１００。
【００９９】
　＜保存安定性＞
固形分濃度を５５質量％に調整した、重合体混合物を含む水溶液５ｇを、恒温機内におい
て、３５℃で１時間静置した。濁りがない場合を○、やや濁っている場合を△、濁ってい
る場合を×とした。濁りがないことは、重合体溶液が長期間に渡って均一に保たれうるこ
とを示す。
【０１００】
　＜相溶性＞
ポリオキシエチレンドデシルエーテル（ドデカノールにエチレンオキサイドを平均８モル
付加したもの）２５％水溶液　４ｇに重合体組成物０．２ｇ（固形分）を混合し、１時間
静置した。濁りがない場合を○、やや濁っている場合を△、濁っている場合を×とした。
濁りがないことは、重合体組成物を添加した洗剤が長期間に渡って均一に保たれうること
を示す。
【０１０１】
　＜重合体組成物の固形分測定方法＞
窒素雰囲気下、１３０℃に加熱したオーブンで重合体組成物（重合体組成物１．０ｇ＋水
３．０ｇ）を１時間放置して乾燥処理した。乾燥前後の重量変化から、固形分（％）と、
揮発成分（％）を算出した。
【０１０２】
　＜実施例１＞
温度計、攪拌機、還流冷却器を備えたＳＵＳ製反応器に、メトキシポリエチレングリコー
ル（メタノールにエチレンオキサイドを平均２５モル付加させて得られたもの、以降ＰＧ
Ｍ２５と略す）８５．０ｇ、無水マレイン酸１６６．１ｇ、純水６１．０ｇを仕込み、１
００℃まで昇温した。次に、８０％アクリル酸水溶液（８０％ＡＡと略す）３５６．３ｇ
を１８０分間、１５％過硫酸ナトリウム水溶液（１５％ＮａＰＳと略す）１５０．８ｇを
１９０分間、３５％過酸化水素水溶液（３５％Ｈ２Ｏ２と略す）１６１．５ｇを１８０分
間にわたって、別々に連続的に滴下した。８０％ＡＡ滴下終了後、３０分間撹拌した後に
純水８９．３ｇを加え、本発明の重合体組成物１（本発明の水溶液１とも言う）を得た。
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重合体組成物１に含まれる重合体の重量平均分子量は１２０００であった。重合体組成物
１における残存マレイン酸は４７０００ｐｐｍ、残存アクリル酸は０ｐｐｍであった。
【０１０３】
　＜実施例２＞
温度計、攪拌機、還流冷却器を備えたＳＵＳ製反応器に、ＰＧＭ２５　１７０．０ｇ、無
水マレイン酸１３６．４ｇ、純水５０．２ｇを仕込み、１００℃まで昇温した。次に８０
％ＡＡ２９４．０ｇを１８０分間、４８％水酸化ナトリウム水溶液（４８％ＮａＯＨと略
す）５０．４ｇ、１５％ＮａＰＳ　１２４．２ｇを１９０分間、３５％Ｈ２Ｏ２　１３３
．１ｇを１８０分間にわたって、別々に連続的に滴下した。８０％ＡＡ滴下終了後、３０
分間撹拌した後に純水８９．３ｇを加え、本発明の重合体組成物２（本発明の水溶液２と
も言う）を得た。重合体組成物２に含まれる重合体の重量平均分子量は８２００であった
。重合体組成物２における残存マレイン酸は８９００ｐｐｍ、残存アクリル酸は０ｐｐｍ
であった。
【０１０４】
　＜実施例３＞
温度計、攪拌機、還流冷却器を備えたＳＵＳ製反応器に、ＰＧＭ２５　８５．０ｇ、無水
マレイン酸２５１．１ｇ、純水４６．１ｇを仕込み、１００℃まで昇温した。次に８０％
ＡＡ２３０．６ｇを１２０分間、１５％ＮａＰＳ　１３６．６ｇを１３０分間、３５％Ｈ

２Ｏ２　７３．２ｇを９０分間、純水１５６．０ｇを１２０分間にわたって、別々に連続
的に滴下した。８０％ＡＡ滴下終了後、３０分間撹拌した後に純水８９．０ｇを加え、本
発明の重合体組成物３（本発明の水溶液３とも言う）を得た。重合体組成物３に含まれる
重合体の重量平均分子量は５５００であった。
【０１０５】
　＜実施例４＞
温度計、攪拌機、還流冷却器を備えたＳＵＳ製反応器に、ＰＧＭ２５　８５．０ｇ、無水
マレイン酸２５１．１ｇ、純水４６．１ｇ、モール塩０．０３ｇを仕込み、１００℃まで
昇温した。次に８０％ＡＡ２３０．６ｇを１２０分間、１５％ＮａＰＳ　６８．３ｇを８
０％ＡＡ滴下開始５０分後から８０分間、３５％Ｈ２Ｏ２　５８．６ｇを５０分間、純水
２２１．９ｇを１２０分間にわたって、別々に連続的に滴下した。８０％ＡＡ滴下終了後
、３０分間撹拌した後に純水８７．４ｇを加え、本発明の重合体組成物４（本発明の水溶
液４とも言う）を得た。重合体組成物４に含まれる重合体の重量平均分子量は８５００で
あった。
【０１０６】
　＜実施例５＞
温度計、攪拌機、還流冷却器を備えたＳＵＳ製反応器に、ＰＧＭ２５　８５．０ｇ、無水
マレイン酸３８０．６ｇ、純水６９．９ｇ、モール塩０．０３ｇを仕込み、１００℃まで
昇温した。次に８０％ＡＡ３９．０ｇを１００分間、３５％Ｈ２Ｏ２　１２３．３ｇを８
０分間、純水２４６．７ｇを８０分間にわたって、別々に連続的に滴下した。８０％ＡＡ
滴下終了後、３０分間撹拌した後に純水８５．９ｇを加え、本発明の重合体組成物５（本
発明の水溶液５とも言う）を得た。重合体組成物５に含まれる重合体の重量平均分子量は
１０００であった。
【０１０７】
　＜実施例６＞
温度計、攪拌機、還流冷却器を備えたＳＵＳ製反応器に、ＰＧＭ２５　８５．０ｇ、無水
マレイン酸１４３．６ｇ、純水２６．４ｇを仕込み、９０℃まで昇温した。次に８０％Ａ
Ａ３８９．６ｇを１８０分間、４８％ＮａＯＨ　６．１ｇを１８０分間、１５％ＮａＰＳ
　３０９．０ｇを１９０分間、３５％亜硫酸水素ナトリウム水溶液　６６．２ｇを１７０
分間、純水３７．１ｇを１８０分間にわたって、別々に連続的に滴下した。８０％ＡＡ滴
下終了後、３０分間撹拌した後に純水１４５．０ｇを加え、本発明の重合体組成物６（本
発明の水溶液６とも言う）を得た。重合体組成物６に含まれる重合体の重量平均分子量は
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クリル酸は０ｐｐｍであった。
【０１０８】
　＜実施例７＞
温度計、攪拌機、還流冷却器を備えたＳＵＳ製反応器に、ＰＧＭ２５　４２．５ｇ、無水
マレイン酸１８１．４ｇ、純水６８．４ｇを仕込み、１００℃まで昇温した。次に８０％
ＡＡ　３８６．８ｇを１８０分間、４８％ＮａＯＨ　６６．７ｇを８０％ＡＡ滴下開始１
２０分後から６０分間、１５％ＮａＰＳ　１６４．０ｇを１９０分間、３５％Ｈ２Ｏ２　
１７５．７ｇを１８０分間にわたって、別々に連続的に滴下した。８０％ＡＡ滴下終了後
、３０分間撹拌した後に純水２１．９ｇを加え、本発明の重合体組成物７（本発明の水溶
液７とも言う）を得た。重合体組成物７に含まれる重合体の重量平均分子量は８，１００
であった。
【０１０９】
　＜比較例１＞
温度計、攪拌機、還流冷却器を備えたＳＵＳ製反応器に、無水マレイン酸２５１．１ｇ、
純水１００．５ｇ、４８％ＮａＯＨ　３６３．０ｇを仕込み、撹拌しながら、１００℃ま
で昇温した。次に、約１００℃に保持された重合反応系中に、撹拌しながら、８０％ＡＡ
　２３０．６ｇを１２０分間、１５％ＮａＰＳ　６８．３ｇをＡＡ滴下開始後から８０分
間、３５％Ｈ２Ｏ２　５８．６ｇを５０分間、純水２０５．５ｇを１２０分間、別々の滴
下ノズルより、別々に連続的に滴下した。
滴下終了後、さらに、３０分間、重合反応液を１００℃ で熟成して、重合を完結させた
。重合完結後、重合体混合物を含む水溶液である重合反応液を放冷し、４８％ＮａＯＨ　
１８１．３ｇを重合反応液に徐々に滴下し、重合反応液を中和して比較重合体１を得た。
比較重合体１の重量平均分子量は１００００であった。
【０１１０】
　＜実施例８＞
上記重合体組成物１～５、７、比較重合体１、比較重合体２としてＰＧＭ２５の再汚染防
止能、保存安定性、界面活性剤との相溶性の評価をおこなった結果を示す。
【０１１１】
【表１】

【０１１２】

　表１に示す結果から、本発明の重合体組成物は、従来の重合体組成物と比較して、優れ
た再汚染防止能、保存安定性および界面活性剤との相溶性を有していることが示される。
従って、本発明の重合体組成物を洗剤ビルダーとして用いると、良好な洗浄力が得られる
ことが期待される。
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